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【業務評価】

16,672人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 16,587

予算費目 後期高齢者医療特別会計 総務費 総務管理費 一般管理費
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対象

後期高齢者医療被保険者 意図 保険証送付業務、保険料徴収業務等により保険者である山口県後期高齢者
医療広域連合の健全な制度運営を図り、安心して医療が受けられる環境を
維持する。

（対象をどのように
したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち
第２次総合計画

重点目標 心ゆたかに生き生きと暮らすために
政　　策 社会保障の充実

令和４年度事務事業評価シート（令和３年度決算）

事業コード 310 作成者氏名 佐伯　愛子 連絡先 0833-72-1428

事務事業名 後期高齢者医療制度運営事業 担当課 市民課

― ― ―健康診査受診率

事務事業
の概要

被保険者証や健康診査受診券等の送付業務、保険料賦課徴収業務等を行い、山口県後期高齢者医療広域連合と連携し、安定した制
度運営を行う。

２年度 ３年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

％ 34.2

目標
６年度

37.3

％ 99.0 99.0 99.1 99.9 99.2

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）

保険料収納率（年度）

４年度目標

事業費 ２年度決算 ３年度決算 ４年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 ２年度実績 ３年度実績

事業費 0 49 42

―
Ａ1 ●

受診者数 1,904

2
発送者数 10,261

1,793

10,560 ―
Ａ

健康診査関係業務

被保険者証等の発送業務
事業費 3,747 3,777 8,945

事業費 2,492 1,316 1,481

9,861 ―
Ａ

9,008 ―
Ａ ○

事業費 99 97 132

3
被保険者数 9,739

4 ●
口座振替件数 9,205

保険料決定通知書作成及び発送業務

保険料口座振替業務

事業費 116 123 163
5 ●

コンビニ収納利用件数 1,396

6 ●
発送件数 970

1,464 ―
Ａ

942 ―
Ｂ

保険料コンビニ収納業務

保険料督促・催告発送業務 ◎
事業費 86 145 86

事業費

事業費

7

8

事業費
9

10
事業費

事業費

事業費

11

12

事業費
13

14
事業費

事業費
10,849

　業務量（人工数） 1.55人

6,540 5,507

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 11,165 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

  国庫支出金
  県支出金
  地方債

15

財源内訳
  その他 85

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：３年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し
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開始
年度

　○今後の方向性（Ａｃｔｉｏｎ）

事務事業の
今後の方向性

運営主体である山口県後期高齢者医療広域連合と連携を図りながら業務を確実に推進するとともに、親切・丁寧
な応対、被保険者の利便性の向上、健康診査受診率及び保険料収納率の向上に努める。

電話督促の実施
滞納者の電話番号が把握できた場合は電話による督促を行
う。

表題 内容

◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

　○令和４年度から６年度（事業年度）までの改善等の取組み（Ａｃｔｉｏｎ）

事務事業又は業務に関する具体的な改善提案（内容、予定時期等）

表題 内容

業務構成の有効性

事務事業執行責任者
（課長名）

中田　博行
最終評価責任者
（部長名）

縄田　光洋

予算の増減を伴う
改善提案

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

「高齢者医療の確保に関する法律」等で定められている。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

「高齢者医療の確保に関する法律」等で、市が実施することが定められている。

新規業務
(令和４年度から６年度中まで
に新規に取り組む業務)

保険料督促・催告発送業務は、保険料負担の公平性や安定した制度運営を確保するために重要な業務であるため。保険料口座振
替業務は被保険者の利便性及び収納の確実性を高めるために重要な業務であるため。

予算の増減を伴わず
実施可能な改善提案

廃止を検討中の業務
(令和４年度から６年度
中までに廃止する業務)

廃止
年度

理由

◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

生活習慣病や入院等により医療を継続して受けている人は健診対象から外れるため健診受診率は参
考数値ではあるが、健診対象者の受診率は30％を超え、一定の水準を確保しており、普段医療にか
かっていない被保険者の健康維持が図られるとともに医療費の適正化に繋がっていると考える。ま
た、保険料収納率は99％以上を確保しており、年金からの特別徴収のほか、各業務をきめ細やかに
行うことで、保険料負担の公平性や安定した制度運営の確保が概ね図られていると考える。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由
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